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第 １ 条

7,940 戸

2,785 千㎥

7,630 ㎥

34,037 千円

収 入

事　　業　　収　　益 449,483 千円

400,467 千円

49,015 千円

1 千円

主 要 な 建 設 改 良 事 業 （ 配 水 管 改 良 費 ）

第 ３ 条

第１款

第１項

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

平成２９年度川島町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

平 成 ２ ９ 年 度 川 島 町 水 道 事 業 会 計 予 算

（２）

第３項

   （ 総　 則 ）

   （ 業 務 の 予 定 量 ）

議 案 第       号

営 業 外 収 益

営 業 収 益

特 別 利 益

（３）

（４）

第２項

年 間 総 配 水 量

   （ 収 益 的 収 入 及 び 支 出 ）

業務の予定量は、次のとおりとする。

１ 日 平 均 配 水 量

（１）

第 ２ 条

給 水 戸 数（月平均給水件数）
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支 出

事　　業　　費　　用 448,110 千円

422,142 千円

24,921 千円

47 千円

1,000 千円

収 入

13,997 千円

13,995 千円

1 千円

1 千円

支 出

198,787 千円

152,462 千円

46,325 千円

１７６，０００千円で補てんする。)

１８４，７９０千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額８，７９０千円、過年度分損益勘定留保資金

建 設 改 良 費

負 担 金

第 ４ 条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

営 業 費 用

営 業 外 費 用

第４項

第１項

第１款

予 備 費

資　本　的　収　入

寄 附 金

第１項

資　本　的　支　出

固 定 資 産 売 却 代 金第３項

第２項

第 1 款

第２項

企 業 債 償 還 金

第３項

第１款

特 別 損 失

第２項

   （ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）

第１項
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45,130 千円

10 千円

　　  平成２９年３月１日提出

（１）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

営業費用と営業外費用の間

川 島 町 長 飯 島 和 夫

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

（ た な 卸 資 産 購 入 限 度 額 ）

交 際 費

職 員 給 与 費

その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）

第 ７ 条

たな卸資産の購入限度額は、３，０００千円と定める。第 ８ 条

（２）

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を

第 ６ 条

第 ５ 条 一時借入金の限度額は、３０，０００千円と定める。

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　 （一時借入金）

－ 225 －
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収　　入 （単位：千円）

予　　定　　額

1 事 業 収 益 449,483

１ 営 業 収 益 400,467

１ 給 水 収 益 397,991

２ 受 託 工 事 収 益 150

３ 他 会 計 負 担 金 1,929

４ そ の 他 の 営 業 収 益 397

２ 営 業 外 収 益 49,015

１ 受取利息及び配当金 375

２ 他 会 計 補 助 金 1,500

３ 雑 収 益 9,943

４ 長 期 前 受 金 戻 入 37,197

３ 特 別 利 益 1

１ 固 定 資 産 売 却 益 1

１．平成２９年度川島町水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 備　　　　　　　　　　　　　考
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支　　出 （単位：千円）

予　　定　　額

1 事 業 費 用 448,110

１ 営 業 費 用 422,142

１ 原 水 及 び 浄 水 費 186,347

２ 配 水 及 び 給 水 費 23,062

３ 受 託 工 事 費 150

４ 総 係 費 43,164

５ 減 価 償 却 費 166,567

６ 資 産 減 耗 費 2,851

７ その他の営業費用 1

２ 営 業 外 費 用 24,921

１ 支 払 利 息 19,771

２ 雑 支 出 1

３ 消 費 税 5,149

３ 特 別 損 失 47

1 過年度損益修正損 47

４ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

款 項 目 備　　　　　　　　　　　　考
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収　　入 （単位：千円）

予　　定　　額

１ 資 本 的 収 入 13,997

１ 負 担 金 13,995

１ 負 担 金 13,995

２ 寄 附 金 1

１ 寄 附 金 1

３ 固定資産売却代金 1

１ 固定資産売却代金 1

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 備　　　　　　　　　　　　考項 目
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支　　出 （単位：千円）

予　　定　　額

１ 資 本 的 支 出 198,787

１ 建 設 改 良 費 152,462

１ 配 水 管 改 良 費 34,037

２ 施 設 整 備 費 16,632

３ 機 械 装 置 設 備 費 97,816

４ 消 火 栓 設 備 費 1

５ 量 水 器 費 489

６ 固 定 資 産 購 入 費 3,487

２ 企業債償還金 46,325

１ 企 業 債 償 還 金 46,325

款 項 目 備　　　　　　　　　　　　考
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（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（欠損金） △ 7,639

減価償却費 166,567

固定資産除却損 2,851

長期前受金戻入額 △ 37,197

固定資産売却益 △ 1

未収金の増減額（△は増加） 817

未払金の増減額（△は減少） 124

たな卸資産の増減額（△は増加） 672

賞与引当金の増減額（△は減少） 0

修繕引当金の増減額（△は減少） 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 4

受取利息及び受取配当金 △ 375

支払利息及び企業債取扱い諸費 19,771

その他流動資産の増減額 0

その他流動負債の増減額 0

小計 145,586

受取利息及び受取配当金 375

支払利息及び企業債取扱い諸費 △ 19,771

業務活動によるキャッシュ・フロー 126,190

２．平成２９年度川島町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）
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２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 139,148

有形固定資産の売却による収入 1

無形固定資産の取得による支出 0

無形固定資産の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 0

国庫補助金等の返還による支出 0

工事負担金による収入 12,959

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 126,188

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費の財源に充てるための企業債による収入 0

建設改良費の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 46,325

他会計からの出資による収入 0

出資の返還による支出 0

他会計からの寄付による収入 1

ファイナンス・リース債務の支払による支出 △ 3,321

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 49,645

資金増加額（減少額） △ 49,643

資金期首残高 487,577

資金期末残高 437,934
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１．総　括
職 員 数

（人） 給 料 手 当
（　）
4

（　）
2

（　）
6

（　）
4

（　）
2

（　）
6

（　）
0

（　）
0

（　）
0

 （　）内は、再任用短時間勤務職員数を外書

区 分 扶養手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当 特殊勤務手当 通勤手当 住居手当 時間外手当 日直手当

本 年 度 687 5,196 3,299 660 0 243 0 1,350 0

前 年 度 839 4,927 2,741 660 0 321 0 1,350 0

比 較 △ 152 269 558 0 0 △ 78 0 0 0

75

2,9704222,548

88

2,766

10,426

11,263

42,160

前
　
年
　
度

15,346損益勘定支弁職員 7,891

45,13034,282 10,848

23,237 30,897

22,847

8,585

合     計

7,660

2,540

16,802 8,895損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

11,435

6,045

資本勘定支弁職員 5,550

20,896

2,947

10,838

8,497

手
当
の
内
訳

合     計

495

合     計 31,734

2,460

5971,951

1,004

△ 407

本
　
年
　
度

11,338

435 2,895

△ 13資本勘定支弁職員

比
　
　
較

損益勘定支弁職員 1,456

2,753

３．　給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

区　　　　　　分 合　　　　　　　計

33,792

法　定　福　利　費

8,095

給　　　　　　　与　　　　　　　費

計

（単位：千円）

25,697
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（単位：千円）

区 分 増 減 額 備　　考

0

0

1,951

平 均 給 料 月 額 円

平 均 給 与 月 額 円

平 均 年 齢 歳

平 均 給 料 月 額 円

平 均 給 与 月 額 円

平 均 年 齢 歳40

293,300

319,093

事務・技術・その他（企業職）

339,320

平成２８年２月１日現在

区　　　　　　　　　　　　　分

平成２９年２月１日現在

46

２．給料及び手当の増減の明細

増　　減　　事　　由　　別　　内　　訳

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

説　　　　　　　　　　　明

手当 597 人事異動による差異に伴う増額
期末手当269　勤勉手当558
人事異動による差異に伴う減額
扶養手当△152　通勤手当△78

597その他の増減分

給料 1,951

３．給料及び手当の状況

（１） 職 員 １ 人 当 た り 給 与

制度改正に伴う増加分 0

その他の増減分 人事異動による給料総額の差異に伴う増額

366,060
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高　校　卒 円 円
短　大　卒 円 円
大　学　卒 円 円

級 級 職員数（人）

（　）内は、再任用短時間勤務職員数を外書

（級別の標準的な職務内容）
区　　分

主　　査企業職

（　　）
1

（　　）
0１級 （　　）

課　　長

２　　級 ３　　級

0

16.7

0.0

主 事 補
技 師 補

主　　事
技　　師

主　　任

４　　級 ６　　級５　　級

主　　幹

（２） 初 任 給

184,800

155,800
一　　般　　職

区　　　　分

企　業　職
区　　分

構成比（％）

184,800
167,600

区　　分
構成比（％）職員数(人）

企　業　職

（　　）
0 0.0

（　　）

２級

１級

企　　業　　職

167,600
155,800

一 般 会 計 の 制 度

0.0
（　　）

（３） 級 別 職 員 数

平成２９年２月１日現在

計

（　　）
60.0

（　　） （　　）

（　　） （　　）
20.0

50.0

４級 （　　）
16.7

３級

1

3
（　　）

（　　）（　　）

0.0
（　　）

0
（　　）
16.7

（　　）
1６級（　　）

（　　）
100.0

（　　）
6

20.0

平成２８年２月１日現在

（　　）

（　　）

２級 （　　）

（　　）

（　　）

５級

5 100.0

1

（　　）

計

1

６級

0 0.0

３級

１　　級

４級

５級

（　　）
3
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合　　計
　職　員　数　 （Ａ） （人） ５
  昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） ４

４

８０．０
　職　員　数　 （Ａ） （人） ６
  昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） ５

５

８３．３比　率　　　（　Ｂ　）　／　（　Ａ　）　（　％　）

比　率　　　（　Ｂ　）　／　（　Ａ　）　（　％　）

本
　
　
年
　
　
度

　　　　5 号 給　（人）

　　　　2 号 給　（人）
　　　　3 号 給　（人）

　　　　1 号 給　（人）

　　　　4 号 給　（人）

前
　
　
年
　
　
度

　　　　1 号 給　（人）

昇給級別内訳

（４） 昇　　給

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企　　　　　業　　　　　職
５
４

４

　　　　6 号 給　（人）
　　　　7 号 給　（人）
　　　　8 号 給　（人）

　　　　2 号 給　（人）
　　　　3 号 給　（人）
　　　　4 号 給　（人）

昇給級別内訳
　　　　5 号 給　（人）
　　　　6 号 給　（人）
　　　　7 号 給　（人）

８３．３

８０．０
６

５

５

　　　　8 号 給　（人）

－ 238 －



（　）内は、再任用職員の標準的な支給率

　定年前早期退職
　特例措置
　（2%～45%加算)
　定年前早期退職
　特例措置
　（2%～45%加算)

備　　　考
支　給　期　別　支　給　率 職制上の段階職務の

級等による加算措置
支給率計
　（月分）　６月（月分） 　１２月（月分）

　（　１．０５　 ）
有

一般会計の制度
４．３０

４．１０

（　２．２５　）
４．３０

　（　１．２ 　 ）
２．２２５２．０７５

20年勤続の者 25年勤続の者

（６） 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　（　１．１５ 　 ）
２．１２５

前　　年　　度

本　　年　　度

区　　　 　　　分

２．２２５

有

有

（　２．１５　）

（　２．２５　）

（月分） （月分） （月分） （月分）
35年勤続の者

　（　１．２　 ）

３４．５８２５ ４９．５９

一般会計の制度
２５．５５６２５ ３４．５８２５ ４９．５９

支　給　率　等

通　　勤　　手　　当 同　　　　　　　　じ

扶　　養　　手　　当 同　　　　　　　　じ

（５） 期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

（７）　そ の 他 の 手 当

住　　居　　手　　当 同　　　　　　　　じ

（支給率等）

区　　　分

区　　　　　　　　分 一般会計の制度との異同

４９．５９

　（　１．００　 ）
１．９７５

　（　 １．０５　 ）
２．０７５

４９．５９

２５．５５６２５

備　　考

差　異　の　内　容

最高限度 そ　の　他　の
加 算 措 置 等

－ 239 －



(単位：円)

(1)

イ 土 地 42,729,070 42,729,070

ロ 建 物 324,375,342

減 価 償 却 累 計 額 △ 150,892,739 173,482,603

ハ 構 築 物 5,795,913,889

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,744,681,251 3,051,232,638

ニ 機 械 及 び 装 置 1,421,280,443

減 価 償 却 累 計 額 △ 959,199,208 462,081,235

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 5,061,140

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,808,973 252,167

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 11,677,690

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,094,706 582,984

ト リ ー ス 資 産 16,852,091

減 価 償 却 累 計 額 △ 15,152,572 1,699,519

チ 建 設 仮 勘 定 34,487,000 34,487,000

有形固定資産合計 3,766,547,216

(2)

イ 施 設 利 用 権

ロ 電 話 加 入 権 248,900

無形固定資産合計 248,900

固 定 資 産 合 計 3,766,796,116

無 形 固 定 資 産

４ ． 平 成 ２ ９ 年 度 川 島 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

１．固　定　資　産

（ 平 成 ３ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産
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(1) 437,934,277

(2) 30,518,866

△ 230,000 30,288,866

(3) 5,919,911

(4) 0

474,143,054

4,240,939,170

３．固　定　負　債

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 902,674,041

ロ そ の 他 企 業 債 0

902,674,041

(2) 0

(3)

イ 修 繕 引 当 金 30,360,251

ロ 特 別 修 繕 引 当 金 0

30,360,251

固 定 負 債 合 計 933,034,292

リ ー ス 債 務

企 業 債

貸 倒 引 当 金

引 当 金 合 計

資 産 合 計

貯 蔵 品

前 払 金

現 金 預 金

引 当 金

流 動 資 産 合 計

企 業 債 合 計

負 債 の 部

未 収 金

２．流　動　資　産
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４．流　動　負　債

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 48,369,529

ロ そ の 他 企 業 債 0

48,369,529

(2) 0

(3) 38,859,632

(4)

イ 修 繕 引 当 金 0

ロ 賞 与 引 当 金 2,691,000

ハ 法定福利費引当金 469,000

3,160,000

(5) 14,018

(6) 78,336

(7) 14,315,837

(8) 0

104,797,352

５．繰　延　収　益

(1) 2,368,766,644

(2)
△ 1,467,103,780

901,662,864

1,939,494,508負 債 合 計

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

預 り 金

前 受 金

引 当 金

リ ー ス 債 務

引 当 金 合 計

一 時 借 入 金

流 動 負 債 合 計

未 払 金

下 水 道 預 り 金

企 業 債 合 計

企 業 債
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６．資本金

(1) 729,936,649

資 本 金 合 計 729,936,649

７．剰余金

(1) 284,913,974

(2)

イ 減 債 積 立 金 94,103,103

ロ 建 設 改 良 積 立 金 76,663,308

ハ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 1,115,827,628

利 益 剰 余 金 合 計 1,286,594,039

剰 余 金 合 計 1,571,508,013

資 本 合 計 2,301,444,662

負 債 資 本 合 計 4,240,939,170

資 本 の 部

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 資 本 金
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　５．注　記　事　項

１ 重要な会計方針に係る事項

(1) 平成２６年度より、改定後の地方公営企業新会計基準を適用して、財務諸表を作成している。

(2) 消費税及び地方消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税等の会計処理は、税抜処理により行っている。

(3) 有形固定資産の減価償却の方法（リース資産を除く）

・定額法

・主な耐用年数

建物 ： 50年 構築物 ： 40年～60年 機械及び装置 ： 15年～20年 器具及び備品 ： 5年～15年

(4) たな卸資産の評価基準

　たな卸資産は、事業用の材料で重要性に乏しいので、低価法は適用していない。

(5) 引当金の計上方法

イ 退職給付引当金

ロ 賞与引当金

ハ 修繕引当金

　川島町は埼玉県市町村総合事務組合に加盟しており、水道事業会計では一般負担金の支出を行い、特別負担金の支出
は一般会計で行うため、退職給付引当金の計上対象には該当しない。

　平成３０年度の職員の期末手当、勤勉手当及びそれらにかかる法定福利費（職員共済組合負担金）の支出のうち、平成
２９年度の負担に属する額（平成３０年度６月の支出額のうち平成２９年度１２月から３月までの分）を、平成２９年度の支出
見込額に基づき計上する。
　なお、平成２９年度６月に支出する職員の期末手当、勤勉手当及びそれらにかかる法定福利費（職員共済組合負担金）
については、平成２８年度中に引当金としておいた額を、支出に合わせ取り崩す。

　予定した修繕を何らかの理由で次年度に延期する場合、当該費用を修繕引当金（貸借対照表　負債の部　流用負債）に
計上する。平成２９年度においては、計上の対象はない。
　また、新会計基準適用より前に計上した修繕引当金（貸借対照表　負債の部　固定負債）については、新規計上はできな
いが、既計上分を緊急の施設修繕費用への充当目的に沿って取り崩すことは可能である。
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二 特別修繕引当金

ホ 貸倒引当金

２ 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

　該当なし。

３ みなし償却制度の廃止に伴う移行措置

４ ファイナンス・リースに関する注記

(1) 所有権移転ファイナンス・リース

(2) 所有権移転外ファイナンス・リース

　所有権移転ファイナンス・リースについては、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法に準じた処理を行う。
　平成２９年度においては、水道事業会計及び上下水道料金システムのリース料が該当し、リース料残3,333,000円は年度内
に支払を完了する。
　消費税及び地方消費税について、固定資産取得年度の消費税納付時に、取得額に基づく税額の一括計上を行っている。次
年度以降の該当額については、未払金に計上し、リース料の支払いと併せて減額する。平成２９年度においては、水道事業会
計及び上下水道料金システムの残は166,650円となっている。なお、税率はリース契約締結時の５％の額である。

　所有権移転外ファイナンス・リースについては、地方公営企業法施行規則第55条第2号の規定により、通常の賃貸借取引に
準じた会計処理を行う。
　平成２９年度において、フルカラー複合機のリース料総額残96,200円が該当し、うち同年度の支払は88,800円となる。

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等に基づき、回収不能見込額を計上している。

　平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等を財源として取得し減価償却を行っていた固定
資産については、みなし償却規定を適用していなかったため、資本剰余金として整理されていた額のうち、すでに除却した資産分
及び非償却資産分を除く償却資産の分について、既償却の割合により利益剰余金に振り替えている。資本剰余金と償却資産との
関連付けが不可能なものについては、償却資産に対する資本剰余金充当率を用いた按分により整理している。

　法的根拠等に基づいて、定期的に大規模な修繕を要する施設がある場合、当該引当金の計上を行う。平成２９年度に
おいては、該当する修繕の予定はない。
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(単位：円)

(1) 給 水 収 益 383,734,388

(2) 受 託 工 事 収 益 0

(3) 他 会 計 負 担 金 2,133,000

(4) そ の 他 の 営 業 収 益 215,000 386,082,388

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 226,157,093

(2) 配 水 及 び 給 水 費 25,103,883

(3) 受 託 工 事 費 0

(4) 総 係 費 45,877,856

(5) 減 価 償 却 費 165,477,000

(6) 資 産 減 耗 費 3,233,000

(7) そ の 他 の 営 業 費 用 0 465,848,832

営 業 利 益 △ 79,766,444

(1) 受取利息及び配当金 514,039

(2) 他 会 計 補 助 金 0

(3) 雑 収 益 9,292,902

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 37,396,000 47,202,941

６ ． 平 成 ２ ８ 年 度 川 島 町 水 道 事 業 見 込 損 益 計 算 書

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

３．営業外収益

１．営業収益

２．営業費用
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(1) 支 払 利 息 20,615,000

(2) 雑 支 出 0 20,615,000 26,587,941

経 常 利 益 △ 53,178,503

(1) 固 定 資 産 売 却 益 0 0

(1) 固 定 資 産 売 却 損 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 47,000

(3) そ の 他 特 別 損 失 0 47,000 △ 47,000

(1) 予 備 費 0 0

当 年 度 純 損 失 53,225,503

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額 1,176,692,271

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 1,123,466,768

７．予備費

６．特別損失

４．営業外費用

５．特別利益
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(単位：円)

(1)

イ 土 地 42,729,070 42,729,070

ロ 建 物 324,375,342

減 価 償 却 累 計 額 △ 145,138,739 179,236,603

ハ 構 築 物 5,747,826,629

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,622,032,251 3,125,794,378

ニ 機 械 及 び 装 置 1,333,070,146

減 価 償 却 累 計 額 △ 926,138,208 406,931,938

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 5,061,140

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,756,973 304,167

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 11,677,690

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,094,706 582,984

ト リ ー ス 資 産 16,852,091

減 価 償 却 累 計 額 △ 10,101,572 6,750,519

チ 建 設 仮 勘 定 34,352,000 34,352,000

有形固定資産合計 3,796,681,659

(2)

イ 施 設 利 用 権

ロ 電 話 加 入 権 248,900

無形固定資産合計 248,900

固 定 資 産 合 計 3,796,930,559

７ ． 平 成 ２ ８ 年 度 川 島 町 水 道 事 業 見 込 貸 借 対 照 表

１．固　定　資　産

（ 平 成 ２ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産
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(1) 487,577,077

(2) 31,335,866

△ 234,000 31,101,866

(3) 6,592,133

(4) 0

525,271,076

4,322,201,635

３．固　定　負　債

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 951,044,166

ロ そ の 他 企 業 債 0

951,044,166

(2) 0

(3)

イ 修 繕 引 当 金 30,360,251

ロ 特 別 修 繕 引 当 金 0

30,360,251

固 定 負 債 合 計 981,404,417

流 動 資 産 合 計

企 業 債 合 計

負 債 の 部

未 収 金

２．流　動　資　産

貯 蔵 品

前 払 金

現 金 預 金

引 当 金

企 業 債

貸 倒 引 当 金

引 当 金 合 計

資 産 合 計

リ ー ス 債 務
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４．流　動　負　債

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 46,324,404

ロ そ の 他 企 業 債 0

46,324,404

(2) 3,320,902

(3) 38,735,278

(4)

イ 修 繕 引 当 金 0

ロ 賞 与 引 当 金 2,553,000

ハ 法定福利費引当金 472,000

3,025,000

(5) 14,018

(6) 78,336

(7) 14,315,837

(8) 0

105,813,775

５．繰　延　収　益

(1) 2,355,806,421

(2)
△ 1,429,906,780

925,899,641

2,013,117,833

一 時 借 入 金

流 動 負 債 合 計

未 払 金

下 水 道 預 り 金

企 業 債 合 計

企 業 債

預 り 金

前 受 金

引 当 金

リ ー ス 債 務

引 当 金 合 計

負 債 合 計

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計
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６．資本金

(1) 729,936,649

資 本 金 合 計 729,936,649

７．剰余金

(1) 284,913,974

(2)

イ 減 債 積 立 金 94,103,103

ロ 建 設 改 良 積 立 金 76,663,308

ハ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 1,123,466,768

利 益 剰 余 金 合 計 1,294,233,179

剰 余 金 合 計 1,579,147,153

資 本 合 計 2,309,083,802

負 債 資 本 合 計 4,322,201,635

資 本 の 部

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 資 本 金
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（単位：千円）

1 449,483 484,642 △ 35,159
1 営 業 収 益 400,467 436,336 △ 35,869

1 給 水 収 益 397,991 433,618 △ 35,627
1 水 道 料 金 397,991 ・水　道　料　金 397,991

　　配 水 量　 2,785 千㎥

　　有収水量 2,618 千㎥

　本年度平均給水戸（件）数 7,940 戸

2 受 託 工 事 150 150 0
収 益

1 給 水 工 事 50 ・給配水管布設（替）工事費負担金 50
収 益

2 修 繕 工 事 100 ・給水管等修繕工事収益 100
収 益

3 他 会 計 1,929 2,133 △ 204
負 担 金

1 一 般 会 計 1,929 ・消火栓維持管理負担金 1,929
負 担 金

4 そ の 他 の 397 435 △ 38
営 業 収 益

1 手 数 料 397 ・設計審査手数料 158
・工事検査料 188
・証明手数料 1
・その他手数料 50

前年度予定額 比較増減

　　　　　             平 成 ２９ 年 度 　川 島 町 水 道 事 業 会 計 予 算 積 算 資 料

　　　　　　　　　　　　　　　　　  　    　収　　　益　　　的　　　収　　　入

　事　業　収　益
目

金　額 説　　　　　　　　　　　　明節
　　　　　　　　　　　　　款　　　

当年度予定額
項
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（単位：千円）

2 営業外収益 49,015 48,305 710
1 受 取 利 息 375 925 △ 550

及び配当金
1 預 金 利 息 375 ・運用資金利息 375

2 他 会 計 1,500 0 1,500
補 助 金

1 他 会 計 1,500 ・一般会計補助金 1,500
補 助 金

3 雑 収 益 9,943 9,984 △ 41
1 雑 収 益 9,943 ・下水道使用料徴収事務受託料 9,784

・不用品売却代金 109
・駐車場維持費負担金 45
・その他の雑収益 5

4 長 期 前 受 37,197 37,396 △ 199
金 戻 入

1 長 期 前 受 37,197 ・長期前受金戻入 37,197
金 戻 入

3 特 別 利 益 1 1 0
1 固 定 資 産 1 1 0

売 却 益
1 固 定 資 産 1 ・固定資産売却利益 1

売 却 益

当年度予定額 前年度予定額
　　　　　　　　　　　　　款　　　

節
目

金　額 説　　　　　　　　　　　　明比較増減
項
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（単位：千円）

1 448,110 518,610 △ 70,500
1 営 業 費 用 422,142 493,573 △ 71,431

1 原 水 及 び 186,347 245,683 △ 59,336
浄 水 費

1 給 料 3,280 ・職員給 3,280
2 手 当 1,107 ・期末手当 485

・勤勉手当 318
・通勤手当 24
・時間外勤務手当 280

3 法 定 福 利 費 1,457 ・職員共済組合負担金 831
・職員退職手当組合負担金 556
・公務災害補償負担金 8
・年金給付費用負担金 1
・共済組合追加費用負担金 61

4 旅 費 5 ・旅費 5
5 被 服 費 49 ・作業衣、雨具等 49
6 燃 料 費 100 ・非常用自家発電機重油 100
7 備 消 耗 品 費 900 ・施設管理用備消耗品費 900
8 賃 借 料 331 ・専用回線使用料 322

・土地賃借料（芝沼配水機場） 9
9 修 繕 費 3,841 ・浄水場施設維持修繕費 3,841
10 委 託 料 13,964 ・水質検査委託料 1,927

・変電所管理委託料 708
・無人施設警備委託料 382
・機器保守管理委託料 1,620
・宿日直維持管理業務委託料 5,547
・庁舎及び吹塚浄水場清掃委託料 76
・非常用自家発電設備保守管理委託料 835
・配水池等清掃委託料 681
・滅菌機保守委託料 385

　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　収　　　益　　　的　　　支　　　出

　　　　　　　　　　　　　款　　　
金　額比較増減 説　　　　　　　　　　　　明

項 目
　事　業　費　用

節前年度予定額当年度予定額
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・浄水場敷地内清掃委託料 1,050
・消防設備点検委託料 33
・ろ過設備調査委託料 610
・毎日検査委託料 110

11 動 力 費 35,950 ・電気料金 35,950
12 薬 品 費 5,222 ・次亜塩素酸ソーダ 5,222
13 受 水 費 119,708 ・県水受水費 117,840

・吉見町水受水費 1,868
14 賞 与 引 当 433 ・賞与引当金繰入額 367

金 繰 入 額 ・法定福利引当金繰入額 66
2 配 水 及 び 23,062 30,926 △ 7,864

給 水 費
1 燃 料 費 213 ・自動車等燃料代 213
2 備 消 耗 品 費 105 ・備消耗器材等 105
3 材 料 費 710 ・給配水管補修材料 710
4 修 繕 費 10,103 ・備品修繕費(工事機械及び備品) 220

・量水器修繕費 4,683
・給配水管修理費 4,000
・消火栓及び仕切弁等修理費 1,200

5 補 償 費 1 ・作物等補償費 1
6 委 託 料 10,841 ・メーター取替委託料 2,783

・給配水管理台帳図補正業務委託料 3,132
・漏水調査委託料 3,932
・配水管洗管調査業務委託料 994

7 路 面 復 旧 費 528 ・常温合材、他 28
・県町道舗装復旧費 500

8 保 険 料 512 ・自動車保険料 152
・水道賠償責任保険料 49
・水道機械設備損害補償保険料 311

9 雑 費 49 ・重量税、その他 28
・車検代行手数料、その他 21

説　　　　　　　　　　　　明金　額
項 目

節
　　　　　　　　　　　　　款　　　

比較増減前年度予定額当年度予定額
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3 受託工事費 150 150 0
1 工 事 請 負 費 150 ・給配水管布設（替）工事請負費 150

4 総 係 費 43,164 48,102 △ 4,938
1 給 料 13,522 ・職員給 13,522
2 手 当 5,974 ・扶養手当 492

・期末手当 2,265
・勤勉手当 1,428
・通勤手当 99
・時間外勤務手当 790
・児童手当 240
・管理職手当 660

3 法 定 福 利 費 6,261 ・職員共済組合負担金 3,649
・職員退職手当組合負担金 2,303
・公務災害補償負担金 48
・年金給付費用負担金 2
・共済組合追加費用負担金 259

4 旅 費 5 ・旅費 5
5 備 消 耗 品 費 702 ・事務用備消耗品費 543

・書籍等 99
・一般管理用備消耗品費 60

6 報 償 費 1 ・謝金 1
7 印 刷 製 本 費 555 ・料金等納入通知書 142

・決算書 34
・会計伝票等事務用書類 379

8 通 信 運 搬 費 1,576 ・電話料 702
・郵便料 860
・テレビ受信料 14

9 賃 借 料 127 ・複写機借上料 94
・マｯト、モップ借上料 33

10 修 繕 費 130 ・備品修繕費 50
・庁内修繕費 80

説　　　　　　　　　　　　明
目

当年度予定額
　　　　　　　　　　　　　款　　　

前年度予定額
項

金　額節比較増減
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11 委 託 料 9,688 ・電算機等保守委託料 791
・無線機保守点検委託料 152
・検針委託料 5,056
・し尿浄化槽維持管理委託料 125
・水道料金徴収事務委託料 378
・水道事業経営戦略策定業務委託料 3,186

12 交 際 費 10 ・管理者交際費 10
13 研 修 費 10 ・研修費 10
14 食 糧 費 5 ・会議時茶等賄費 5
15 光 熱 水 費 30 ・ＬＰガス 30
16 負 担 金 166 ・日本水道協会関東支部負担金 143

・日本水道協会埼玉県支部負担金 12
・比企地区水道研究会負担金 11

17 保 険 料 172 ・建物災害保険料 100
・動産保険料 54
・委託検針員等傷害保険料 18

18 手 数 料 1,988 ・水道料金等口座振替手数料 1,406
・送金システム手数料 130
・水道料金コンビニエンスストア収納手数料 427
・その他手数料 25

19 賞 与 引 当 2,002 ・賞与引当金繰入額 1,690
金 繰 入 額 ・法定福利引当金繰入額 312

20 貸 倒 引 当 230 ・一般債権貸倒引当金繰入額 230
金 繰 入 額

21 雑 費 10 ・雑費 10
5 減価償却費 166,567 165,477 1,090

1 有 形 166,567 ・建　　物  　　　減価償却費 5,754
固 定 資 産 ・構　築　物　　　　　　　　〃 122,649
減 価 償 却 費 ・機械及び装置　　 　　　〃 33,061

・車輌及び運搬具　  　  〃 52
・リース資産　　 〃 5,051

目
　　　　　　　　　　　　　款　　　

項
節当年度予定額 前年度予定額 説　　　　　　　　　　　　明金　額比較増減
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6 資産減耗費 2,851 3,234 △ 383
1 固 定 資 産 2,850 ・固定資産除却費 2,850

除 却 費
2 た な 卸 1 ・貯蔵品減耗費 1

資 産 減 耗 費
7 そ の 他 の 1 1 0

営 業 費 用
1 雑 支 出 1 ・雑支出 1

2 営業外費用 24,921 23,990 931
1 支 払 利 息 19,771 20,616 △ 845

1 企 業 債 利 息 19,757 ・財政融資資金利息 7,328
・地方公共団体金融機構資金利息 12,429

2 借 入 金 利 息 14 ・一時借入金利息 1
13

2 雑 支 出 1 1 0
1 不 用 品 1 ・不用品売却原価 1

売 却 原 価
3 消 費 税 5,149 3,373 1,776

1 消 費 税 5,149 ・消費税及び地方消費税 5,149
3 特 別 損 失 47 47 0

1 過 年 度 損 47 47 0
益 修 正 損

1 過 年 度 損 47 ・過年度損益修正損 47
益 修 正 損

4 予 備 費 1,000 1,000 0
1 予 備 費 1,000 1,000 0

1 予 備 費 1,000 ・予備費 1,000

前年度予定額当年度予定額

・所有権移転ファイナンス・リース
債務利息

目
節

　　　　　　　　　　　　　款　　　
説　　　　　　　　　　　　明比較増減 金　額

項
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1 13,997 41,182 △ 27,185

1 負 担 金 13,995 14,280 △ 285

1 負 担 金 13,995 14,280 △ 285

1 負 担 金 12 ・消火栓設置負担金 12

2 加 入 金 13,983 ・加入負担金 13,983

2 寄 附 金 1 1 0

1 寄 附 金 1 1 0

1 寄 附 金 1 ・寄附金 1

3 固 定 資 産 1 1 0

売 却 代 金

1 固 定 資 産 1 1 0

売 却 代 金

1 固 定 資 産 1 ・固定資産売却代金 1

売 却 代 金

4 企 業 債 0 26,900 △ 26,900

1 企 業 債 0 26,900 △ 26,900

　　　　　　　　　　　　　　　　　　         資　　　本　　　的　　　収　　　入

　　　　　　　　　　　　　款　　　
当年度予定額 前年度予定額 比較増減 金　額

項
説　　　　　　　　　　　　明

　資 本 的 収 入

目
節
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1 　資 本 的 支 出 198,787 184,355 14,432

1 建設改良費 152,462 139,084 13,378

1 配 水 管 34,037 50,975 △ 16,938

改 良 費

1 給 料 6,045 ・職員給 6,045

2 手 当 2,780 ・扶養手当 195

・期末手当 1,188

・勤勉手当 757

・通勤手当 120

・時間外勤務手当 280

・児童手当 240

3 法 定 福 利 費 2,753 ・職員共済組合負担金 1,584

・職員退職手当組合負担金 1,045

・公務災害補償負担金 14

・年金給付費用負担金 1

・共済組合追加費用負担金 109

4 旅 費 3 ・旅費 3

5 材 料 費 2,250 ・材料費 2,250

6 工 事 請 負 費 15,452 ・配水管布設（替）工事費 15,452

7 委 託 料 2,754 ・配水管布設替等設計委託料 2,754

8 補 助 金 2,000 ・給水装置工事補助金 2,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　資　　　本　　　的　　　支　　　出

　　　　　　　　　　　　　款　　　
金　額比較増減 説　　　　　　　　　　　　明節前年度予定額当年度予定額

項 目
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2 施設整備費 16,632 48,866 △ 32,234

1 工 事 請 負 費 16,632 ・施設整備工事費 16,632

3 機 械 装 置 97,816 33,977 63,839

設 備 費

1 工 事 請 負 費 97,816 ・機械装置設備工事費 97,816

4 消 火 栓 1 1 0

設 備 費

1 工 事 請 負 費 1 ・消火栓設置工事費 1

5 量 水 器 費 489 489 0

1 量 水 器 費 489 ・量水器費 489

6 固 定 資 産 3,487 4,776 △ 1,289

購 入 額

1 リ ー ス 債 務 3,487 3,487

支 払 額

2 企 業 債 46,325 45,271 1,054

償 還 金

1 企 業 債 46,325 45,271 1,054

償 還 金

1 企 業 債 46,325 ・財政融資資金償還金 19,335

償 還 金 ・地方公共団体金融機構資金償還金 26,990

比較増減
　　　　　　　　　　　　　款　　　

前年度予定額当年度予定額
項

節

・所有権移転ファイナンス・リース
債務支払額

目
説　　　　　　　　　　　　明金　額
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